
はじめに

時系列データとして貿易統計を利用するとき、商品分類の改定に伴う接続の問題

は避けては通れないデータの処理過程である。一般的にはこの解決策としてそれぞ

れの商品分類体系とは異なる独自の分類を作成してこの分類によって編集された貿

易統計を利用する。本稿は報告国の中国、香港、インドネシア、日本、韓国、マレ

ーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、台湾、米国の１１カ国の貿易統計に対

して商品分類を第２章の補足資料の表１「貿易品目分類リスト」で示されている商

品グループ４３部門へ変換するための方法論を紹介することを目的とする。

第２章の補足資料の表２「国連国際標準分類第３版（SITC-R３）に基づく貿易

分類」において商品分類のSITC-R３から商品グループ４３部門への対応表が示され

ている。この対応表を利用できるように上記１１ヶ国の商品分類をSITC-R３へ変換

することがまず必要である。したがって、貿易統計データの特性と同時に商品分類

の変換の方法が中心的なテーマとなる。

第１節 貿易統計およびそのデータの特性

外国貿易統計あるいは貿易統計は一国あるいは関税地域の国境を越えて流入、流
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出する財の商品取引をいい、経済統計の重要な領域の一つであり一般的には通関統

計と呼ばれている１。国際比較として貿易統計を利用するにはそれなりの関連情報

が必要となる。アジア経済研究所の世界貿易データシステム：AID-XT（Ajiken

Indicators onDevelopingEconomies : Extended forTrade Statistics の省略形）

はこうした貿易統計に関する国際比較を目的として作成されたものである。AID-

XTはOECD加盟国についてはOECD作成の貿易統計（OECD貿易統計）、OECD

加盟国を除いたUN加盟国についてはUN作成の貿易統計（UN貿易統計）および

台湾は台湾作成の貿易統計（台湾貿易統計）から構成され、対象年度は１９６２年か

ら１９９９年までをカバーしている２。

貿易統計データは主要な分類カテゴリーとして年、輸出入区分、商品分類、報告

国、相手国、数量単位の６項目と統計値として数量と金額の２項目を持つ。同じ項

目を持ちながらも統計作成機関の間ではその定義やカバレッジが必ずしも整合性の

とれた関係にあるわけではない。そのため、作成機関の異なる貿易統計から構成さ

れているAID-XTは国際比較を可能にするように、その両者の貿易統計の分類カ

テゴリーを統一するための工夫がおこなわれている。統一が必要な分類カテゴリー

１ 貿易統計は貿易の実態を正確に把握して各国の外国との貿易の比較を容易にすることにより、

当該国における国および公共機関の経済政策ならびに私企業の経済活動に資することを目的と

して作成される政府統計である。しかも、通関統計は当該国からUN、OECD等の国際機関の

みならず各国に送付されており国際的にも世界貿易に関する精度の高い統計として利用されて

いる。
２ UN貿易統計はUNのDepartment of International Economic and Social Affairs, Statistical Office

が作成する貿易統計：INTERNATIONAL TRADE STATISTICS YEARBOOK（年刊）または COM-

MODITY TRADE STATISTICS（月刊）であり、データベース作成のためのデータ処理のさいに

はこの分類よりも詳細な内容を持つ磁気媒体によるデータのCOMTRADE database が利用さ

れる。最近は５年次系列のPC-TASも利用できる。国連貿易統計全般については http : //unstats.

un.org/unsd/trade/、COMTRADEについては http : //unstats.un.org/unsd/comtrade/を参照

のこと。OECD貿易統計はOECDの Department of Economic and Statistics が作成する貿易統

計：Foreign Trade Statistics by Commodities, Series Cであり、これと同じ内容を持つ磁気媒体の

データが利用される。UN貿易統計とOECD貿易統計が共通して存在する報告国は原則として

OECD貿易統計の方を優先させる。台湾貿易統計は財政部關税總局統計室（Statistical Depart-

ment Directorate General of Customs Ministry of Finance, The Republic of China）の発行す

る「中華民國臺灣地區出口貿易統計月報」Monthly Statistics of Exports, The Republic of China, Taiwan

District）と「中華民國臺灣地區進口貿易統計月報」（Monthly Statistics of Imports, The Republic

of China, Taiwan District）である。アジア経済研究所ではUN貿易統計では報告されなくなっ

た台湾貿易統計を研究所独自の方法によりUN貿易統計に準拠した形式および内容に変換し、

国際比較可能なデータとしてAID-XTデータベースへ登録して利用している。
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は報告国や相手国に対する国・関税地域、商品分類に対応する数量単位である。

国・関税地域についてはUN貿易統計で使用されているそれとOECD貿易統計で使

用されているそれとを統一した概念で対応できるような範疇が必要であり、AID-

XTにはアジア経済研究所の作成した「アジ研統一国コード」によりその統一化を

試みている。数量単位についても同じように、両者の統一のための対応付けとして

「アジ研統一数量単位コード」がある。

第２節 貿易商品分類の体系と対応関係

各国が貿易統計を作成するにあたって用いる商品分類体系にはつぎのような３

つのタイプがある。

（１）UNが作成した標準国際貿易商品分類表（Standard International Trade

Classification:SITC）を軸とした分類体系。この中にはSITCオリジナル（SITC-

O）、SITC改訂第１版（SITC-R１）、SITC改訂第２版（SITC-R２）、SITC改訂第

３版（SITC-R３）が含まれる。

（２）関税協力理事会（CustomsCo-operationCuncil : CCC）が作成した関税

協力理事会品目表（CustomsCo-oprationCouncil Nomenclature : CCCN）を軸

とした分類体系。この中には関税品目表（BrusselsTariff Nomenclature : BTN，

基本的にはCCCNと同一であるが、CCCの初期の品目表をBTNと呼ぶことが

多い）、CCCN、商品の名称および分類についての統一システム（Harmonized

CommodityDescription andCodingSystem : HS）が含まれる。

（３）その国独自の分類体系。この中には、（a）米国およびカナダで用いていた

分類（ただし米国は１９８９年データから、カナダは１９８８年データからHS準拠）、

（b）旧ソ連邦および東欧圏の独自の分類、（c）その他、が含まれる。

各国が貿易統計の編さんと公表をおこなうようになったが、ほとんどの国がその

商品分類に適用したのが国連のSITCあるいは関税協力理事会品目表CCCNであっ

た。１９８８年適用貿易統計から可能な国からHS準拠で貿易統計を公表するようにな

り、現在ではほとんどの国がHS準拠で貿易統計を公表している。多くの国がこの

どちらかの分類をもとに貿易統計をとりまとめているため、国際比較のたねの貿易

統計の利用にさいてはこの両者の対応関係を明確にすることが必要になる。

第２章補論 貿易商品分類から商品グループ４３部門への変換
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SITC-R１は両分類体系の関連づけを目的としてSITCのオリジナル（SITC-O）

とBTNを組み合わせて作成されたものである。そのためSITC-R１はBTNと分類

の範囲が完全に対応している。対応関係はSITC-R１は最も細かいコード（基本項

目）が５桁、BTNのそれは４桁であるため、項目によってはSITC-R１とBTNが

１対１となってはいるが多くの項目では多対１の関係になっている。SITC-R２は

関税協力理事会の第２版品目表１９６６年版との斉合的関係を保つためにSITC-R１か

ら改訂されたものである。SITC-R２は基本項目は５桁コード、１９６６年版品目表

CCCN（このあたりから、BTNという呼称より、CCCNという呼称を使うことが

多くなった）のそれも４桁コードであるため、完全対応ではあるが両者の関係は

SITC-R１とBTNの場合と同様である。

HS条約批准国を中心に多くの国が１９８８年貿易統計から順次HS準拠でデータを

公表するようになったのにあわせて、UNはSITC-R２をHSと完全に対応している

SITC-R３へと改訂した。表１より、SITC-R２からSITC-R３への改訂は分類レベル

において大幅に増えていることがわかる。このHSをHS１９８８年度版あるいはHSオ

リジナル（HS-OまたはHS-R０）といい、HS-Oを改訂したHSをHS１９９６年度版あ

るいはHS改訂第１版（HS-R１）という。

貿易統計を時系列で利用するには分類の改訂前後で商品のくくり方に変更が生じ

ていることがあり、連続年次で金額や数量を利用するには対応関係の表を利用して

接続することが可能である。SITC-R１とSITC-R２の対応表にはUN作成のものが

あり、対応関係には明確な対応づけが示されているものの、包含される基本項目が

完全には一致せず一部分が対応する項目については注記で説明をおこなっているだ

けである。アジア経済研究ではこの注記の情報をもとにSITC-R２の基本項目の統

計値を分割してSITC-R１の基本項目の統計値に接続させるため方法を利用してい

る。すなわち、この対応表はSITC-R２で分類されたデータを基本項目レベルで

SITC-R１コードにかなり機械的に対応づけているため、SITC-R２の１コードに対

してSITC-R１が複数コードの対応をもつ商品についてはかかわりのあるコードの

数でR２の統計値を分割するという方法である。

SITC-R２とSITC-R３の対応表についてもUN作成のものがある。しかし、この

対応関係においてSITC-R３はHSとの完全対応を基本として作成されているため

SITC-R２とに対しては大幅な改正になっている。そのためSITC-R１とSITC-R２と

の対応関係のような分割による方法には問題が残る。完全対応しているHSについ
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てはHS-OとSITC-R３、HS-R１とSITC-R３の対応関係がそれぞれ存在する３。前者

はUN［１９９４］に掲載されており、後者は直接UN統計局から入手したものが利用

できる。しかし、HSの接続に関するHS-OとHS-R１の対応関係が存在しないため

HSの時系列的な接続は難しい。

第３節 詳細分類による貿易統計の編集と整合性補正

貿易統計データの統計値の中で取引金額を対象としたとき、分類カテゴリーの商

品分類および相手国についてはそれぞれの個別商品分類コードのみならずそれら合

計値である商品総額および相手国世界が含まれている。そのため、商品総額と相手

国世界のデータを基準値とすることにより個別商品分類コードあるいは個別相手国

３ HS-OおよびHS-R１とSITC-R３のそれぞれの対応表はアジア経済研究所のホームページ（http : /

/www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Topics/index.html）を参照すること。

表１ 商品分類SITC系列およびHS系列の各改訂版における
桁レベル分類コードとその項目数

（１）SITCの系列

分類のレベル
改訂版の種類

大 分 類
（１桁）

中 分 類
（２桁）

小 分 類
（３桁）

細 分 類
（４桁）

基本項目
（４，５桁）

SITC-R１
SITC-R２
SITC-R３

１０
１０
１０

５６
６３
６７

１７７
２３３
２６１

６２５
７８６
１，０３３

１，３１２（３６８）
１，８３２（３６５）
３，１２１（２９９）

（２）HSの系列

分類のレベル
改訂版の種類

部
（２桁）

類
（２桁）

項
（４桁）

号
（６桁）

HS-O
HS-R１

２１
２１

９７
９７

１７７
２３３

５，０１９
５，１１４

（注）SITC系列の基本項目において表示されている数字は４桁レベル分類コードおよ
び５桁レベル分類コードの項目数合計であり、（ ）の中の数字は４桁レベル分類
コードのみの項目数を表す。

（出所）野田容助［２００２b］の表２および表３にもとづき著者作成。
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のデータを合計した値が基準値に一致するかどうかでそれぞれ商品分類および相手

国の整合性を検討することができる。基準値から合計値を引いたものを誤差とい

い、このように個別商品分類コードあるいは個別相手国を合計することで誤差を評

価する方法、すなわち、既存の総額と合計した値の比較をすることで分類カテゴリ

ーの整合性を検討する方法をサムチェックという。アジア経済研究所では得られた

貿易統計データについて報告国、輸出入区分ごとに商品分類および相手国のサムチ

ェックによる整合性の検討をおこない、商品分類に関しては整合性が保証されてい

ない国はできるだけサムチェックという意味において整合性のあるようにデータの

補正をしている。

商品分類コードの中で下位のレベルの分類コードを持たないものを詳細分類コー

ドといい、詳細分類コードの取引額を合計すると商品総額に一致する分類コードの

集まりを整合性のある詳細分類コードという。アジア経済研究所では整合性のある

詳細分類コードによる商品分類をもとにした貿易統計データをAID-XTの基礎デ

ータとしている。そのため、AID-XT基礎データの評価方法は報告国、輸出入区

分ごとに相手国世界である商品総額を比較基準としたサムチェックによる誤差評価

が中心となる。

整合性のあるとは思われない国については詳細分類における補正による調整をお

こなっている。SITCの分類体系あるいはHS分類体系で編集されている貿易統計

において下位桁レベルの分類コードが存在しているにもかかわらずその合計した取

引額がその直接上位桁レベルの分類コードの取引額に一致しないものが存在するこ

とである。商品分類の桁レベルにおける整合性の評価により上位桁レベル程整合性

が高いことが知られている。したがって、下位桁レベルの分類コードを上位桁レベ

ルにおいて合計した取引額とその上位桁レベルの分類コードの取引額の差が大きい

ときには下位桁レベルの分類コードを使わずにその上位桁レベルのそれを使用して

整合性を高めることが必要になってくる。このような方法により整合性を高める

処理を桁レベル分類コードの補正という。誤差評価および補正については野田

［２００２a］を参照すること。正確に言えばこの補正された貿易データがAID-XT基

礎データである。
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第４節 貿易統計データの商品グループ４３部門への変換

商品分類を商品グループ４３部門に変換する対象国は中国、香港、インドネシア、

日本、韓国、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、台湾、米国の１１カ

国であり、それぞれの国の貿易統計作成機間、商品分類の体系は表２に示されてい

る。表２から中国は１９９２年から９５年はUN貿易統計、９６年から２０００年までは

OECD貿易統計を利用し、商品分類は９２年と９３年はSITC-R３、９５年はHS-O

（１９８８年度版）、９６年から２０００年まではHS-R１（１９９６年度版）を表していることが

わかる。その他の報告国も同じように見ることができる。

商品グループ４３部門への変換は第２章の補足資料の表２「国連国際標準分類第

３版（SITC-R３）に基づく貿易分類」に示されている通りSITC-R３を基礎とした

対応表を利用する。対応表には大まかに対応が付く商品グループにはSITC-R３の

３桁レベルの分類コードが対応しているが、多くのものは基本分類である４，５

桁レベルが対応している。対応関係はSITC-R３から商品グループに向けた方法に

対して配分構造無しの直接対応あるいは統合型の対応づけにより作成される。した

表２ 貿易統計の報告国およびその作成期間、商品分類の体系

報 告 国 作 成 機 間 SITC-R３ HS-O HS-R１

China
Hong Kong
Indonesia
Japan
Korea
Malaysia
Philippines
Singapore
Thailand
Taiwan
USA

u（９２－９５），o（９６－００）
u
u
o
u（８８－９４），o（９５－００）
u
u
u
u
t（８９），o（９０－９９）
o

９２－９４
９２－９３
８９－９４
８８－９３
８８－９４
８８－９３
９１－９５
８９－９４
８８－９３
８９
８９－９３

９５
９４－９５
９５
９４－９９
９５－９９
９４－９６
９６－９９
９５－９６
９４－９８
９０－９９
９４－９９

９６－００
９６－００
９６－００
００
０１
９７－００

９７－０１
９９－００

０１

（注）国の順番はiosの３桁コードの並び、uはUN貿易統計、oはOECD
貿易統計、tは台湾貿易統計をそれぞれ表す。（ ）は対象年度であ
る。年は西暦年の下２桁を使用し、００，０１はそれぞれ２０００と２００１年
を表す。上記表は２００３年１月現在のデータ保有状況である。

（出所）筆者作成。
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がって、商品分類がSITC-R３のときはこの対応表にもづいて対応づけをした後、

商品グループごとに集計することで商品グループに対する変換が可能となる。しか

し、商品分類がHS系列のときには詳細分類によるSITC-R３への変換が必要であ

る。

商品分類がHS-OのときはHS-OとSITC-R３の対応表にしたがってSITC-R３へと

変換、HS-R１のときはHS-R１とSITC-R３の対応表にしたがってSITC-R３と変換す

る４。HS-OからSITC-R３の対応関係の評価表が表３に示されており、HS-Oの分類

コードに対して１対１で対応する対応関係のタイプが２２１８個、複数のHSが１個の

SITC-R３へ対応する対応関係のタイプ３数が２７９９個、これは商品グループにすれ

ば８９３個に当たるものが存在している他にタイプ４で示される配分構造を持つ商品

グループが１つ存在する５。この配分には特に配分のためのウエイトが知られてい

ないので均等配分による方法を採用する。ウェイトの配分方法については黒子

［２００２］を参照すること。HS-R１の分類コードでは１対１で対応する対応関係のタ

イプが２１２６個、対応関係のタイプ３数が２９８８個、これは商品グループにすれば

９３０個に当たるものが存在している。こちらは配分構造を持つ商品グループは存在

しない。

HS-OとSITC-R３、HS-R１とSITC-R３の対応関係においてSITC-R３における基

本項目ではなく３桁レベルの分類コードに対応しているHSがそれぞれ存在する。

４ 注３を参照のこと。
５ HS-OとSITC-R３の対応関係においてHS-Oの３９１２１０はSITC-R３の５７５５２と５７５５１の２つに対応し

ている。HS-OからSITC-R３の方向に対する変換のときには配分構造はこの場合だけであるが、

３９１２１１は５７５５２、３９１２１２は５７５５１へと対応しているため逆の場合も考慮すればHS-Oの３９１２１０、

３９１２１１、３９１２１２はSITC-R３の５７５１１と５７５２２とに対応しており、この４個の対応関係で１個の商

品グループを構成していることになる。

表３ HS-OからSITC-R３、HS-R１からSITC-R３への対応関係評価表

タイプ HS-OとSITC-R３
対応関係の個数

％
HS-R１とSITC-R３
対応関係の個数

％

１
３
４a

２２１８（２２１８）
２７９９（８９３）
４（ １）

４４．２（７１．３）
５５．７（２８．７）
０．１（０．０）

２１２６（２１２６）
２９８８（９３０）
０（ ０）

４１．６（６９．６）
５８．４（３０．４）
０．０（０．０）

（出所）筆者作成。
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表４に示されているように、SITC-R３の分類コードから見ると前者では１個、後

者では３個ある。商品グループ４３部門の変換においてはこの３桁レベルの分類コ

ードが直接対応しているので問題はないが、一般的には配分構造の生じやすい分類

コードである。SITC-R３へ変換した後の貿易統計データに対する整合率表が表５

に示されている。紙面の関係で整合率表の一部しか表示していないが、詳細分類コ

ードで編集されたHSの貿易統計の整合率と同じく総合誤差の割合が０．００００１程度

であり、この誤差は経験的には丸めによる演算誤差の範囲と判断される６。

６ 整合率表はサムチェックの結果を表で表示したものであり、商品分類あるいは相手国に整合性

を欠く問題点があれば誤差として大きな値が検出される。本稿の表には報告国、輸出入区分、

年ごとに XTWとして取引金額の相手国世界における商品総額、total-eとして XTWから個別相手

国であり同時に詳細分類コードを合計した額の差、％はその XTWに対する割合のみが表示され

ている。本来の整合率表はこれ以外に相手国に対する誤差、商品分類に対する誤差、桁レベル

の商品分類コードの個数が示される。

表４ HS-OとSITC-R３、HS-R１とSITC-R３の対応関係における
SITC-R３の３桁レベル分類コード

（HS-OとSITC-R３）

２７１０００ ３３４

（HS-R１とSITC-R３）

７１０８２０ ．．．
７１１８９０ ．．．
２７１０００ ３３４
７２０８１０ ６７３
７２０８２５ ６７３
７２０８２６ ６７３
７２０８２７ ６７３
７２０８３６ ６７３
７２０８３７ ６７３
７２０８３８ ６７３
７２０８３９ ６７３

７２０８４０ ６７３
７２０８５１ ６７３
７２０８５２ ６７３
７２０８５３ ６７３
７２０８５４ ６７３
７２０９１５ ６７３
７２０９１６ ６７３
７２０９１７ ６７３
７２０９１８ ６７３
７２０９２５ ６７３
７２０９２６ ６７３
７２０９２７ ６７３
７２０９２８ ６７３
７２１１１３ ６７３
７２１１１４ ６７３
７２１１１９ ６７３
７２１１２３ ６７３

７２１１２９ ６７３
７２１３９９ ６７６
７２１４１０ ６７６
７２１４２０ ６７６
７２１４３０ ６７６
７２１４９９ ６７６
７２１５１０ ６７６
７２１５９０ ６７６
７２２１００ ６７６
７２２２１９ ６７６
７２２２２０ ６７６
７２２２３０ ６７６
７２２７１０ ６７６
７２２７２０ ６７６
７２２７９０ ６７６
７２２８１０ ６７６
７２２８２０ ６７６

（注）SITC-R３の．．．．．は対応するSITC-R３が存在しないことを意味する。
また、HS-R１と対応していないSITC-R３は７６個存在する。

（出所）HS-OとSITC-R３の対応表、HS-R１とSITC-R３の対応表にもとづ
いて筆者作成。
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表５ HSからSITC-R３へ変換された貿易統計データの整合率

中 国

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

１３２０８３５３９
１３８８３２７７６
１４２３７０３６６
１４０２３６８０７
１６５６９９１１０

－２３５６
－２００８
－２０１７
－２１５５
－２４９９

－０．００００２
－０．００００１
－０．００００１
－０．００００２
－０．００００２

１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

１４８７７９５６５
１５１０４７５２６
１８２７９１６５５
１８３８０９０６５
１９４９３０８６５

－５５９７
－５１０５
－５０８１
－６３０１
－７２３１

－０．００００４
－０．００００３
－０．００００３
－０．００００３
－０．００００４

日 本

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

２７６１３０９１８
３３６１４１２４６
３４９１８６１３６
３３８８１２０６８
２８０６３３８８５
３０９９１５１５２

－２８３１
－３０４０
－３１８９
－３２９３
－３６２０
－３１８９

－．００００１
－．００００１
－．００００１
－．００００１
－．００００１
－．００００１

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

３９７７３１７３０
４４３２５１３５３
４１０９４７００４４
２１０１２１８１
３８８１３６２２０
４１７１３８０３９

－５７４６
－５８３５
－６０３９
－５８７５
－６７１９
－５３０８

－．００００１
－．００００１
－．００００１
－．００００１
－．００００２
－．００００１

香 港

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

１６５８７７５５４
１９６０７１７８１
２０１２８３９９８
２１３３０００２８
１８６７５９３１２
１８０７１０６４９
２１４０４１７２６

１８６８
１７２９
９４９
１１７１
１０５５
１５８４
１８８０

０．００００１
０．００００１
０．０００００
０．００００１
０．００００１
０．００００１
０．００００１

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

２８７３６２３９
２９９４５８５６
２７４３０９５５
２７３０７４３８
２４５８７４１３
２２３８０６４５
２３５３６７１７

３１９２
３０２１
２５３２
２７１６
２８３９
２２９７
２７９５

０．０００１１
０．０００１０
０．００００９
０．０００１０
０．０００１２
０．０００１０
０．０００１２

再輸出

年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

１２２７２８９２７
１４３９２４９６４
１５３４８３４２６
１６０８９３８８０
１５０２７６１７２
１５２０２２１５５
１７９１４６５２１

１８７７
３１２１
２６６４
３２０８
２０９３
２７２５
３８８７

０．００００２
０．００００２
０．００００２
０．００００２
０．００００１
０．００００２
０．００００２
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台 湾

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

５４７００８４３
６３２９４７６４
７２１３１００６
７７４０９８３１
８５８１５２４６
１０３９６７４９９
１０３０３６４１０
１００９９６４６１
１０９３４６３６３
１１０７３００６９

２０６３
１０５４
１８４２
１５０７
１２７７
１４３８
１４４０
－８８２
－５４３
－８３８

０．００００４
０．００００２
０．００００３
０．００００２
０．００００１
０．００００１
０．００００１
－．００００１
０．０００００
－．００００１

１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

６７０２８１６９
７６４７２９３０
８１３６６７８７
８５５２０１０４
９４０９９４１９
１１３０２５６７６
１１７３１０８５４
１０８７３３９５７
１１６７４７０２５
１２２８７１９６４

２８２４
１６２６
３２６３
１７６８
１４８８
１４２３
１９００
－２５６６
－２９４２
－２２４９

０．００００４
０．００００２
０．００００４
０．００００２
０．００００２
０．００００１
０．００００２
－．００００２
－．００００３
－．００００２

韓 国

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

１０２３４２５５９
１３７８５６５６８
１４４１２３７１５
１４４６１０６５６
９３２８０９３９
１１９７５１２７７

２７０
１７４０２
２６７
３９７０
２０９１
３０８６

０．０００００
０．０００１３
０．０００００
０．００００３
０．００００２
０．００００３

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

９６００７７０９
１２７４８８７９２
１２４５４６７１０
１３６１５０２６３
１３２３０２３７０
１４３６８５４４８

１９１
３８０
１１３７１
６６６０７
－１７４６
－１７４５

０．０００００
０．０００００
０．００００９
０．０００４９
－．００００１
－．００００１

マレーシア

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

５９０８６０２３
７７０４４８６９
７７９０４７１５
７８４３３６０８
５７７５９４４７
６４９３９２４８
８１２８９５７３

１３４６
６８２
９７３
８５４
１２１９
１６７２
１７７８

０．００００２
０．００００１
０．００００１
０．００００１
０．００００２
０．００００３
０．００００２

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

５８８４２６６５
７３７７８１７０
７８３１４８９６
７８７２９４４１
７３２５４２４６
８４５１１９２８
９８２２９７９７

１１７２
１５６９
２４７８
１８８１
１１７６
２３４８
１２７９

０．００００２
０．００００２
０．００００３
０．００００２
０．００００２
０．００００３
０．００００１
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シンガポール

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１

１２４５０３４８９
１３１３４００２３
１３２４４１７１３
１０１７３１５８１
１１１０６０９０４
１３４５４５９２２
１１６０４８１９４

１８２５
１４０７
９３５
１１６０
１３７５
１７７８
２０６８

０．００００１
０．００００１
０．００００１
０．００００１
０．００００１
０．００００１
０．００００２

１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１

１１８２６３１５２
１２５００７８１２
１２４９８８１１９
１０９９０４９８５
１１４６８１７７７
１３７８０５７７０
１２１７８５９８８

１４８６
２２５５
３１７２
２９１７
２９０６
２８３５
２９５２

０．００００１
０．００００２
０．００００３
０．００００３
０．００００３
０．００００２
０．００００２

インドネシア

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

４０６２８７３２
４２９２８４９５
４１６７９７８１
２７３３６８６０
２４００３２８１
３３５１４８０５

５５３
６５６
８２０
８３９
９５２
７１８

０．００００１
０．００００２
０．００００２
０．００００３
０．００００４
０．００００２

１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

４５４１７９８２
４９８１４７１６
５３４４３６００
４８８４７５３３
４８６６５４５１
６２１２４００７

２３５
１４４
１４８８
８１０
１２７５
１４１３

０．００００１
０．０００００
０．００００３
０．００００２
０．００００３
０．００００２

フィリピン

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

３４７０１２０９
３８５８０９４９
３１５２９８８６
３２５６８１５０

２７０
５９７
７５４
７６３

０．００００１
０．００００２
０．００００２
０．００００２

１９９６
１９９７
１９９８
１９９９

２０５４２４８２
２５２２７７０３
２９４９６３５３
３５０３６８９３

１２７
１０４２
１５４０
１４５４

０．００００１
０．００００４
０．００００５
０．００００４
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タ イ

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

５４３３９９５２
７０７８０７８４
７２３１６１８３
６２４６１７１７
４２３７００８５
５０３０９１０３
６１４５０６１４

１６１５
１２８５
１８７４
１９４７
２４８１
１７０６
１６２４

０．００００３
０．００００２
０．００００３
０．００００３
０．００００６
０．００００３
０．００００３

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

４５０８４３７５
５６３４４５５６
５５６７８１６４
５８０８５７８３
５３５８３５３６
５８４２３０７５
６８７８６６５４

２５０２
２４９５
１８０５
２２３２
２９０８
２３３６
２７８８

０．００００６
０．００００４
０．００００３
０．００００４
０．００００５
０．００００４
０．００００４

再輸出

年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６

８２８９８
９４８２１
１９６７６８

２０７
３０１
５１１

０．００２５０
０．００３１７
０．００２６０

アメリカ合衆国

輸入 輸出

年 商品総額 総合誤差 （％） 年 商品総額 総合誤差 （％）

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

６８９０２９９７５
７７０８２１５１１
８１７６２７２０１
８６９５９５３６９
９４４３５０１４６
１０２４２５１９９１
１２１７９３２９７４

－３２７６
－２５９０
－２９３７
－１３９５
３５２
－４００
－３４３７

０．０００００
０．０００００
０．０００００
０．０００００
０．０００００
０．０００００
０．０００００

１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００

４８１８３３２５４
５４６４４１６２３
５８２１１８１９６
６４３１７８５００
６８０４３４７３０
６９５７６０５２０
７８１８３０６７３

－１１２１４
－１０６７７
１２４４１
４５０１０
２７０５５
２１０２８
１０９４３

－．００００２
－．００００２
０．００００２
０．００００７
０．００００４
０．００００３
０．００００１

（出所）筆者作成。

第２章補論 貿易商品分類から商品グループ４３部門への変換
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おわりに

商品分類のHS分類体系で編集されている貿易統計を商品グループ４３部門分類に

変換したが、この変換には基本的な処理方法として事前情報なしの均等配分を採用

しているPL/Iによるプログラムdstb_p５.pliを使用している。このプログラムは直

接対応あるいは統合に対しても処理できるように作成されているため今回の処理で

はすべてこのプログラムで処理可能である。また、商品分類の対応関係についても

対応関係のグループ化を作成するclcvp６.pliを利用している。したがって、均等配

分という方法を認めるならば、分類間の対応関係を作成すれば統合型の対応関係で

はなくても変換は可能である。

（野田容助）
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